郡上市下水道排水設備指定工事店指定申請
㋐新規申請

㋑更新申請

㋒変更申請

㋓事業の廃止、休止、再開の届出
についてご案内します。
なおご案内後に各種申請書類がありますので、必要な様式をプリントアウトしてご利用下さい。
㋐新規申請

＜提出書類＞
□　下水道排水設備指定工事店申請書（様式第1号）
□　専属責任技術者名簿（様式第２号）

□　専属責任技術者の雇用関係を証する書類
□　排水設備責任技術者証の写し（写真のついたもの）

□　誓約書（様式第３号）

□　機械器具調書（別表）

個人の場合

· 本人の住民票及び身分証明書 ※
法人の場合

□　商業登記簿謄本（「現在事項全部証明書」）※
□　定款の写し

□　代表者の住民票及び身分証明書 ※
※印の書類は６カ月以内に取得した原本を添付してください
＜指定の要件＞
指定事業者としての指定の要件は次のとおりです。

１．責任技術者が専属していること

２．工事の施工に必要な設備及び機材を有していること

３．次のいずれの事項にも該当しない者であること。

①破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
②施行規則等により責任技術者及び排水設備工としての登録を取り消されてから２年を経過　していない者

③第１０条第２項の規定により指定を取り消されてから２年を経過していない者

④その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者

⑤精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に行うに当たって必要な　認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
⑥法人であって、その役員のうちに①～⑤までのいずれかに該当する者があるもの
㋑更新申請

<提出時期>

　指定期間満了の１か月前までに

<提出書類>
□　下水道排水設備指定工事店申請書（様式第1号）

□　専属責任技術者名簿（様式第２号）

□　専属責任技術者の雇用関係を証する書類

□　排水設備責任技術者証の写し（写真のついたもの）

㋒変更申請
＜届出が必要な変更事項＞

１．組織を変更したとき

２．商号を変更したとき
３．代表者の変更があったとき
４．代表者の住所に異動があったとき

５．営業所を移転又は仮移転をしたとき

６．専属する責任技術者に異動があったとき
＜提出時期＞

速やかに
＜提出書類＞

□　下水道排水設備指定工事店異動届（様式第６号）

変更事項により以下の書類もご提出ください。

□　１，２の変更の場合、商業登記簿謄本※(法人のみ)、指定工事店証、専属の排水設備責任技術者証

□　３．の変更の場合、　商業登記簿謄本※(法人のみ)、指定工事店証、経歴書、身分証明書※誓約書（様式第３号）
□　４．の変更の場合、　住民票※の写し又は住居表示変更通知書(登記簿謄本※でも可)、
指定工事店証

□　５．の変更の場合、　商業登記簿謄本※(法人のみ)、指定工事店証、固定資産物件証明書
(建物登記簿謄本でも可)又は賃貸借契約書の写し
□　６．の変更の場合、　専属者の排水設備責任技術者証

※印の書類は６カ月以内に取得した原本を添付してください

㋓事業の廃止、休止、再開の届出
＜提出時期＞

直ちに

<提出書類>

· 下水道排水設備指定工事店廃止・休止・再開届出書


様式第１号（第３条関係）
	　　　　年　　　月　　　日
下 水 道 排 水 設 備 指 定 工 事 店 申 請 書
（新規・継続）
　郡　上　市　長　様
申　請　業　者
ふ　り　が　な
商　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者　住　　所
　ふりがな
氏　　名
営業所等所在地
電　話　番　号
[添付書類]
1. 個人の場合は、住民票の写し及び身分証明書（法人の場合は代表者）
2. 法人の場合は、商業登記簿謄本、定款の写し
3. 専属責任技術者名簿（様式第２号）及び雇用関係を証する書類
4. 専属する責任技術者の排水設備責任技術者の写し
5. 工事の施工に必要な設備及び機材を有していることを証する書類
6. 誓約書（第３条第２項関係）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第２号（第３条関係）
	　　　年　　　月　　　日
専 属 責 任 者 名 簿（新規・継続）
　郡　上　市　長　　様
指定番号　　第　　　　　　　　号
商　　　　　号
営業所等所在地
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
専　属　者　氏　名
住　　　　　所
取得資格の取得年月日
　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
　　　　年　　月　　日
[添付書類]
1. 排水設備責任技術者証の写し
2. 専属を確認できるものとして、下記のうちいずれか一つ
1 雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し
2 従業員全員の賃金台帳又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し




様式第３号（第３条関係）
誓約書
　下水道法、郡上市下水道条例並びに郡上市農業集落排水処理施設の管理に関する条例、郡上市個別排水処理施設の管理に関する条例、郡上市集合排水処理施設の管理に関する条例、同各施行規程及び郡上市下水道排水設備指定工事店規程を遵守し、万一違反した場合は、指定工事店の取消し、その他の処分を受けても一切異議申立てはしません。
　　上記のとおり誓約致します。
　　年　　月　　日　　
　　郡上市長　　　　様
営業所所在地
商号
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
別　　　表
機　械　器　具　調　書
　　　年　　　月　　　日現在
	種　　別
	名　　　　称
	形式、性能
	数　　量
	備　　考

	
	
	
	
	


（注）　種別の欄には「管の切断用の機械器具」「管の加工用の機械器具」「接合用の機械器具」、の別を記入すること。
様式第６号(第9条関係)
	　　　
年　 　月　　 日　
指　定　工　事　店　異　動　届

　郡上市長　　様



	　
	指定番号
	第　　　　　　　　号

	
	商号
	　

	
	営業所等所在地
	　

	
	代表者氏名
電　話　番　号
	印　

	異動事項
	新
	旧

	商　号(組織)
	新
	旧

	添付書類
	登記簿謄本(法人のみ)、指定工事店証、専属の排水設備責任技術者証

	　ふりがな　　　氏　　　名(代表者)
	新
	旧

	添付書類
	登記簿謄本(法人のみ)、指定工事店証、経歴書、身分証明書、誓約書(個人)

	責任技術者の変更
	新
	旧

	添付書類
	専属者の排水設備責任技術者証

	居住表示の変更
	新
	旧

	添付書類
	住民票の写し又は住居表示変更通知書(登記簿謄本でも可)指定工事店証

	営業所移転
	新
	旧

	添付書類
	登記簿謄本(法人のみ)指定工事店証・固定資産物件証明書(建物登記簿謄本でも可)又は賃貸借契約書の原本及び写

	営業所(仮)移転
	新
	旧

	添付書類
	固定資産物件証明書(建物登記簿謄本でも可)又は賃貸借契約書の原本及び写


廃　止
下水道排水設備指定工事店　　　休　止　　　届出書

再　開

郡　上　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　年　　　　月　　　　日
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　  届出者　　　　　　　　　　　 
　　　　印　
郡上市下水道排水設備指定工事店規則第９条の１の規定に基づき、下水道排水設備指定　　　　　　　　　　　　　　　             
　　　　　　　　廃　止

工事店の　　休　止　　の届出をします。

　　　　　　　　再　開

	フリガナ
氏 名 又 は 名 称
	　

	住　　　　所
	　

	フリガナ
代 表 者 の 氏 名
	　

	（廃止、休止、再開）
の 年 月 日
	　

	（廃止、休止、再開）
の 理　由
	　


　
問い合わせ先


郡上市役所　環境水道部　水道総務課


〒501-4297　岐阜県郡上市八幡町島谷228番地


TEL：0575-67-1129　FAX:0575-67-1009








